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【講演④】 

自動運転を取り巻く諸外国の状況 

 

特定非営利法人 ITS Japan企画グループ 理事（講演時・現常務理事）   

白𡈽 良太 

１ ITS Japanについて 
 

最初に、ITS Japanについて 

簡単に紹介する。ITS Japanは、

1994 年に VERTIS として設立さ

れた非営利団体で、ITS の発展・

普及・実用化の促進と国際交流が

主な事業の柱になっている。 

ITS （ Intelligent Transport 

Systems）とは、交通に新たに情報

や通信などを付け加えることによ

り、さらに安全かつ便利な交通社

会を目指していこうというシステ

ムの総称であり、ITS Japanはこ

れらの推進を進めている。 

 ITS を推進する組織は日本だけ

ではなく、欧州、アメリカをはじ

め、世界各国に我々と同じような

団体がある。欧州には ERTICOと

いう団体、アメリカには ITS 

America という団体があり、日本

と米国と欧州の 3 極で、ITS を推

進していこうという国際協力を進

めている。 

 また、ITS Japan は、アジア太平洋地域の ITS組織の代表組織という位置付けにもなっている。ここ

にあるように、日本だけでなく、中国や東南アジア、オーストラリア、ニュージーランドといったアジア

太平洋州の各国にも ITS組織があり、こうしたところとも連携して ITSの推進を進めている。 

 この主な活動の 1 つに ITS 世界会議がある。これは、欧州とアジア太平洋と米州の 3 極が連携して、

毎年 1回国際会議を開催しているもので、3地域が持ち回りで開催している。このような機会に世界中の

ITSの関係者、研究者だけではなく、産業界や政府関係の方も集まって、グローバルなレベルで諸課題に

ついて検討・解決・協力していこうという議論を進めている。2022年にはロサンゼルスで開催され、2023

年は中国の蘇州で開催されることになっている。 
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 この ITS 世界会議を始めとし

て、自動運転に関する国際会議は、

主に欧州と米国と日本という 3 極

が中心となって開催されている。

ITS 世界会議に加え、欧州では

TRA と EUCADという会議体、ア

メリカでは TRB と ARTS（2020

年までは AVSと言っていた。）、

日本では SIP-adus Workshop

（2022年で終了）という国際会議

が開催されている。これらは、特に

自動運転に特化した会議になって

いるので、世界中の関係者が集ま

って議論している。またこれらの

会議体は、欧米や世界各国の情報

を取り込むことができる機会にも

なっていて、同じように日本側も

このような機会を使って、日本で

どういう課題に挑戦しているか、

どういう取組をしているかを紹介

している。 

 本稿では、この中で昨年の ITS 世界会議で紹介された主に欧州と米国の最近の動きについてと、TRA

の動き、これらと比較して日本はどういう活動をしているかを紹介していく。 

 

２ 米国動向 
 

 まず、ITS世界会議で報告され

たアメリカの動向についてであ

る。連邦政府や州政府の動きとし

ては、右の表の 4項目が挙がって

いる。さらに、米国での自動運転

バスの実用化に向けた活動を紹

介する。米国というと個人の自動

車が中心のイメージがあるが、自

動車を所有できない個人も多数

いるため、公共交通としてのバス

の受容性は高く、その自動運転に

も取り組んでいる。 
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 1つは、米国運輸省（USDOT）

が 2022年 9月 19日に予算額を発

表して新たな公募を開始した。そ

の中で、今回のバイデン政権で、

1.6 億ドルという非常に大きな金

額をスマート交通技術へ投資する

ことが発表されている。こうした

ことで、競争力の強化、気候変動へ

の対応、安全性の向上、時間と費用

の節約を狙うプログラムをどんど

ん推進していこうという動きになっている。 

 FHWA （ Federal Highway 

Administration、米国道路局、

USDOT傘下の組織）は、2019年

の時点で、自動運転の安全性評価

に 6,000 万ドルの投資を発表して

いる。右の表に書いてあるように、

アメリカの各州で大学や企業が中

心となって、自動運転のデモンス

トレーションや実証実験を進めな

がら、どういった形で安全性を評

価していくかの取組を進めている。 

 右図は、各州単位での自動運転

車両の運転の許認可の状況を示し

ている。全米 50 州中、40 州とワ

シントンD.C.において自動運転車

の運用が実質的に許可されてい

る。法制化されているところもあ

れば、まだ法制化前だが、州知事令

で認可されている州もあり、両方

を満たしている州もある。このよ

うに、アメリカでは州単位で規制

されているが、ほぼ多くの州で自動運転の許認可は進んでいる状況になっている。 

 この中で、カリフォルニア州は、かなり早い時期から自動運転の取組を進めている州である。2022年

9 月 9 日時点で、既に 50 社に自動運転の試験について認可している。APOLLO AUTONOMOUS 

DRIVING USA LLC、AUTOX TECHNOLOGIES INC、Cruise、Nuro、Waymo、WERIDE Corp、ZOOX 

INCの 7社については、ドライバー無しの自動運転も許可されている。さらに、Cruise、Nuro、Waymo
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という 3 社については、運転手無

しで、しかも商用運行、いわゆる無

人タクシーといった形での運行も

実証として始められている。一覧

表を見て分かるように、アメリカ

のメーカーだけではなく、日本の

自動車会社や欧州の自動車会社も

積極的に参入している状況であ

る。 

 次に、米国での自動運転バスの

開 発 状 況 を 紹 介 す る 。 FTA

（ Federal Transit 

Administration）の資金により公

共交通の自動運転バスのデモとパ

イロットが実施されている。全米

でもかなりの地区で自動運転バス

の実証実験やデモンストレーショ

ンが行われ、それぞれ数百万ドル

の規模の自動運転の実施を進めて

いる。 

 その中で、ABC（Automated 

Bus Consortium）が設立されたこ

とが 1 つ大きなトピックと言え

る。いわゆる小型バスではなく、フ

ルサイズの自動運転バスの開発を

しようというもので、自動運転レ

ベル 4（無人運行が可能）を目標と

している。コンソーシアムを作っ

て進めることで、個社で開発する

よりも開発の加速、調達コストの

低減、技術要求の促進、様々な新た

な知見の共有化、が促進されること

が期待されている。 

 以上、アメリカの州の動きの紹介

をさせていただいた。USDOTが1.6

億ドルの投資をしていることや、

FHWAは 19年から 6,000万ドルを



- 5 - 

 

投入しているということ、全米で 40州＋ワシントン D.C.では自動運転の運用許可が出ており、特にカリ

フォルニア州では 50社の許認可が進んでいることを御紹介させていただいた。さらに、これから米国で

も自動運転バスの開発が進められていくといったことが挙げられる。 

 

３ 欧州動向 
 

 次に、欧州の動向について紹介

する。欧州については、米国と違

って、欧州の各国が連携して活動

を推進しているところが特徴的で

ある。 

欧州では、CCAM（Connected 

and Cooperative Automated 

Mobility）という、車両単独の自動

運転ではなく、車同士でつながっ

て協調する自動運転のモビリティ

ーを進めていこうといった活動が進められている。ここに 5 項目挙げているが、これらについて以下紹

介する。 

 CCAM は、2030 年まで 3 段階

に分けて実装を推進していこう

という計画を立てている。フェー

ズ 1では、大体 2024～5年をめど

にして、まず開発を推進する。フ

ェーズ 2では、2027～8年に先進

技術を熟成させ、信頼性を上げて

いこうという取組を進めていく。

フェーズ 3 では、2030 年に向け

て、実際に実証実験を実施し、実

用化を進めるところを欧州全域で

進めていくといった計画を立てて

いる。こうした形で大きな目標を

公表している点で、欧州全体で非

常にこのような活動を推進させて

いこうという気概を感じることが

できる。 

 CCAM の中では、全部で 58 の

プロジェクトがある。現在、欧州全

域で約 180 か所と非常に多くの地
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域で評価実験が行われている。図に示すように、全体の 71％が公道で実際に実証実験を行っているとこ

ろであり、それに対してテストコース等は 15％程度になっているところが特徴的である。 

 欧州では様々なワークショップ

や取組の活動を作るときに、チー

ムを作って一緒に推進していこう

ということでチームに名前が付け

ら れ る が 、 現 在 、 FAME

（Framework for coordination of 

Automated Mobility in Europe）

という名称で、欧州中での連携を

進めていこうとしている。FAME

は、昨年 7 月から新しく始まって

いる組織で、右図に示されている

のが連携組織・会社である。ボルボといったカーOEMも含まれているが、自動運転のための車両を開発

しているベンチャー会社である NAVYA や、通信系の会社も含まれており、特に connected では通信が

キーの技術になるので、そういったところが中心になって活動を続けている。 

 その中のプロジェクトを幾つ

か紹介する。右図は Hi-Drive と

いうプロジェクトで、「分断され

た ODD を途切れなくすること

を狙うプロジェクト」である。

ODD （ Operational Design 

Domain、運行設計領域）という

のは、自動運転はこのような条件

であったら走っていいという、自

動運転を実際に実施するために

必要な条件のことである。例えば天候や道路の広さ・狭さなど、いろいろ条件があるが、ODDが成り立

たないところでは自動運転を中断し、人間が運転するという状況になる。スタートから目的地まで走行中

に、自動運転できる部分（AUTOMATED DRIVING）と、途中で ODDの条件が揃わなくなるとドライ

バーが介入しなければならない部分（MANUAL DRIVING）が混在すると、自動運転ができる部分では

ドライバーの負荷を軽減する効果はあるが、MANUAL DRIVINGの区間がある限り、全ての走行区間で

の無人自動運転はできないということになる。こうした部分的に条件を満たさないような場合に、そうし

たところでも他の情報をうまく補足し、うまくつないでいこうというのがHi-Driveというプロジェクト

の目的でる。そのため、自動運転の条件をいろいろ考えなければならず、どういう走らせ方をするのかも、

いろいろ検討していくことになる。 

 欧州動向の中で、ドイツにおいては、自動運転の法令が公布され、国家資金獲得のガイドラインが公開

された。ドイツでは、デジタルインフラ省と連邦交通省というところが一緒に自動運転に取り組んでお
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り、2021年 7月に自動運転に関す

る法律が施行されている。さらに

2022年 9月からは、公共交通での

自動運転を実現するための資金獲

得のガイドラインを公表している。

こうした活動により、自動運転、特

に公共交通での自動運転を推進し

ていこうというのが現在の動きで

ある。 

 次に、SHOW プロジェクトを紹

介する。SHOWプロジェクトは、

社会実装プロジェクトで欧州のプ

ロジェクトの 1つである。これは、

各地でやっている実証実験の横串

を刺そうというプロジェクトにな

っている。地図で示している欧州

の各地域で自動運転の実証実験や

デモンストレーションを実際に行

っている。ただ、これらがそれぞ

れ独自に実証実験を行っているだ

けでは損失であり、それぞれがど

んな課題に向かって取り組んでいくのか、それをどんどん解決していったら、その知見を各自動運転の実

証実験間で共有していこうという取組になっている。 

 欧州全体で現在、全部で 70台の車が走っており、非常に大きな規模での連携と言える。このような連

携をすることにより、欧州全体での自動運転プロジェクトをより加速していこうといったことが、こうし

た活動の狙いとなっている。 

 ITS Japanが、昨年 11月にこ

の 70か所のうちの 2か所の視察

を行った。右図の左側にあるのは

ドイツのMonheimというところ

である。地方都市で田舎の町を走

っている自動運転のバスである。

非常に特徴的なのは、欧州の昔の

街は古い城壁が残っており、アー

チの下をくぐっていくようなル

ートがある。そうすると、大型バ

スでは対応できない。小型の自動運転のバスが、こういった欧州の地方都市ではかなり実用を促すことに
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なるのではないかということが、実際に視察して非常によく分かる。 

 右側は、Brnoというチェコ第 2の都市における自動運転の実証実験であり、同じく少し小型の自動運

転車で、電気自動車である。特徴的なのは、道を走るだけではなく、路肩に乗り上げることもでき、道で

ないところもある程度走らせられるようにしようということを検討しているプロジェクトである。これ

は車の高度化だけではなく、遠隔操作で実現している。この車両にはカメラやレーダーを積んで自動走行

を実現しているが、その状況を遠隔にいるドライバーとシェアして、実際に自動運転モードで走行できな

い区間でも、遠隔操作によりドライバーが不要な運行領域を拡張していくというアプローチである。これ

も自動運転の活動の場を広げるという意味では、非常に大事な技術の 1つではないかと考える。 

 以上、欧州では、CCAMをキーワードに、様々な形で実現の推進活動が進んでいる。CCAMのロード

マップを公開し、その実現を 3 段階で実装する計画が策定されている。EU の Horizon Europe の中で

は、2021 年、2022 年にそれぞれ公募されたプロジェクトがスタートしており、その中で、FAME プロ

ジェクトが最初にスタートしている。さらに、分断された ODD を連続した ODD にすることを目指す

Hi-Drive プロジェクトが 2021 年からスタートしている。また、ドイツでは自動運転の法令がスタート

しており、欧州最大規模である SHOWプロジェクトにおいても各地での実証実験が進んでいる。以上が

ITS世界会議で報告されたものである。 

 

４ TRA 2022 Lisbon 
 

 もう一つ本稿で紹介するのが、

TRA である。昨年 11月に開催さ

れた移動に関する国際会議であ

る。 

 この中で自動運転が取り上げ

られているが、少し毛色が異な

り、自動運転そのものというより

も、自動運転をどう生かしていく

か、何の課題解決のために自動運

転は扱われるべきなのかという

議論が行われていた。 

 4つのテーマが掲げられ、非常

に大事な議論がなされている。

「Smart Solutions and Society」

というテーマでは、解決技術の問

題ではなく、輸送インフラが技術

の進歩に追いついていない、つま

り車を開発するだけではなく、い

ろいろなインフラ側も進めてい

かなければいけない、といったこ
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とが議論されていた。また、より環境に配慮したことを検討しなければいけないというのが、この TRA

での議論だった。ITS世界会議での議論とは若干内容が異なるが、こうした自動運転を何のために進めて

いくのかというところも、非常に活発に議論されている状況である。 

 

５ 日本各地で実施されている実証実験 

 

 最後に、日本の動向に関して紹介

する。日本も様々な地域で実証実験

が進んでいる。全てを網羅している

わけではないが、ITS Japan では

2021年以降だけでも、25か所での

実証実験を調査している。当然、こ

こに書いていない北海道や秋田な

どでもいろいろ実証実験が行なわ

れている。 

 日本が世界と比べて自動運転の

開発が遅れているということは決

してない。日本も道路交通法や道路

運送車両法が改正され、自動運転も

条件を満たせば、公道で実施できる

ような法整備が進んでいるし、日本

全国では、いろんな実証実験が行わ

れている。日本も世界各国に劣ら

ず、開発が進んでいると言えるので

はないか。 

 

 

 以上、日米欧 3 極を中心として、世界各国で自動運転の開発がどのような形で進んでいるかを紹介さ

せていただいた。 


